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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
累計期間

第62期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 75,647 70,066 116,564

経常利益又は経常損失（△）　（百

万円）
17 △558 867

四半期（当期）純利益又は純損失

（△）（百万円）
27 △1,060 490

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△232 △1,232 285

純資産額（百万円） 21,988 21,208 22,505

総資産額（百万円） 89,226 82,721 89,802

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は純損失金額（△）（円）
0.43 △16.70 7.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 24.6 25.6 24.9

　

回次
第62期

第３四半期連結
会計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

純損失金額（△）（円）
5.46 △0.00

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４．第62期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。また、主要な関係会社における異動もない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はない。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて分析した内

容であり、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループが判断したものである。

　

　

（1）業績の状況

  当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による復興需要等により景気後退から持ち直し

てきてはいるものの、欧州諸国の政府財政危機、米国での雇用の低迷、タイにおける洪水被害などにより世界経済は

依然厳しい状況にあり国内経済においても、歴史的な円高、デフレ等の長期化により景気回復には至らない状況で

ある。

  当社グループの主要事業である建設業界においては、公共投資は、東日本大震災の復旧・復興を除いて低調な状

況が続く厳しい状況である。又、民間建設投資は緩やかな復興需要が下支えとなり回復基調が続くとみているが受

注競争の激化、労務費の上昇等、非常に厳しい状況である。

　このような情勢下において、当社グループは引続き採算性を重視した選別受注に取り組んだ結果、連結受注高にお

いては71,210百万円（前年同期比3.2%減）となった。うち、当社受注工事高においては、土木工事で21,689百万円

（前年同期比22.0%減）、建築工事で27,392百万円（前年同期比2.7%減）、合計49,082百万円（前年同期比12.3%

減）となった。なお、官民別比率は、官公庁工事58.3％、民間工事41.7％である。

　また、連結売上高においては70,066百万円（前期同期比7.4%減）となった。うち、当社完成工事高においては、土木

工事で25,423百万円（前年同期比4.1%減）、建築工事で26,482百万円（前年同期比6.1%増）、合計51,906百万円

（前年同期比0.9%増）となった。なお、官民別比率は、官公庁工事56.4％、民間工事43.6％である。

　利益面においては、原価の低減と経費の節減を推し進めたが、連結で経常損失558百万円（前年同期は経常利益17

百万円）、四半期純損失1,060百万円（前年同期は四半期純利益27百万円）という結果になった。うち、当社の経常

利益は59百万円（前年同期比85.8%減）、四半期純損失は541百万円（前年同期は四半期純利益268百万円）という

結果になった。

　セグメント別の業績は次のとおりである。

　土木事業においては、売上高は34,812百万円（前年同期比13.7%減)、営業利益677百万円（前年同期比16.6％増)と

なった。

　建築事業においては、売上高は33,461百万円（前年同期比1.7%増)、営業損失658百万円（前年同期は営業損失114

百万円）となった。

　その他の事業においては、売上高は1,792百万円（前年同期比25.6%減）、営業損失193百万円（前年同期は営業損

失127百万円）となった。

　当社グループの土木事業及び建築事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集

中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連

結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

　

（2）財政状態に関する情報

　　当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末に比べ現金預金が4,886百万円、受取手形・完成　　　　

　　　　　　　

　工事未収入金が658百万円、破産更生債権等が997百万円減少したこと等により、資産合計は7,080百万円減少した

　82,721百万円となった。　

　　負債の部は、前連結会計年度末に比べ支払手形・工事未払金が7,663百万円減少したこと等により、負債合計は

　5,783百万円減少した61,513百万円となった。純資産の部は、前連結会計年度末に比べ1,297百万円減少した21,208

　百万円となり、自己資本比率は25.6％となった。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は32百万円であった。また、当第３四半期連結累計期間において、

研究開発活動の状況に重要な変更はない。

　

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

  東日本大震災の復興により公共事業費は対前年と比べると増加する見通しであるが、その効果がまだ表れていな

いため厳しい状況は続いており、事業利益の大きな割合を占める官庁工事の減少が利益額の減少を招いている。土

木工事の売上高の減少に伴う利益額の減少を民間建築工事の売上高の増加で補うべく、民間建築工事の受注を拡大

してきたが、厳しい受注競争による受注価格の低下により、その利益額は土木工事の減少による利益額の減少分を

補うまでに至っていない。他方で海外工事の受注により利益の確保を目指しているが、国内同様厳しい競争のため

計画通りの成果を収めるには至っていない。

  今後、東日本大震災の復興需要での公共工事の削減の底打ちがどこで落ち着くか、慎重に見極める必要がある。

又、当社グループとしては、これらの現状を踏まえ、当社を取り巻く諸条件を慎重に検討しながら、将来的には売上

高の増加、利益の増加に貢献することとなる、同業者はもちろん異業種他社のアライアンスを模索し、段階的に取り

組むことが必要であると考えている。

　

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

  当社グループの財務戦略については、建設事業が主力事業であることから、工事代金及び短期借入金を主体に資

金を調達している。平成23年5月13日に開示した当社の「中期経営計画（2011～2013年度）」に基づき、工事代金の

回収期間の短縮、資金調達手段の多様化およびキャッシュ・フローの範囲内での有利子負債の圧縮により「財務体

質の強化」を図る方針である。

　

（7）経営者の問題意識と今後の方針について

  今後の見通しとしては、欧米などの景気見通しに関しては、依然として不安定な状況であり、アジアを中心とした

新興国では、堅調な成長を続けているが、インフレや金融引き締め等で鈍化すると思われる。今後は、円高、デフレ脱

却、景気の自律的回復の政策展開を確かなものとしていくとした政府の経済対策の実施による効果を期待する。

  建設業界においては、政府建設投資は、2011年度の公共投資が、東日本大震災の復旧、復興もあり増加することが

見込まれ2012年度も震災の復旧・復興が継続されるため、前年度並みと考えられる。又、民間建設投資は震災復興需

要も下支えとなり回復基調が継続すると見込まれる。

  このような環境の下、平成23年5月13日に開示した「中期経営計画（2011～2013年度）」に基づき、その基本方針

である「企業規模を維持し、持続的発展の礎を築く」を経営の柱とし、安定的に営業黒字を生み出す企業を引き続

き目指す所存である。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 67,170,143 67,170,143
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 67,170,143 67,170,143 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日　
－ 67,170 － 5,100 － 3,610

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。　
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 3,681,000
─ ─

完全議決権株式（その他） 普通株式　62,588,000 62,588 ─

単元未満株式 普通株式     901,143 ─ ─

発行済株式総数           67,170,143 ─ ─

総株主の議決権 ─ 62,588 ─

（注）単元未満株式の欄には証券保管振替機構名義の株式が100株含まれている。

　

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大豊建設株式会社
東京都中央区新川

一丁目24番４号
3,681,000 －　 3,681,000 5.48

計 ─ 3,681,000 －　 3,681,000 5.48

 

２【役員の状況】

　該当事項はない。　　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人により四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 19,154 14,268

受取手形・完成工事未収入金等 46,496 ※2
 45,837

未成工事支出金等 3,368 4,071

短期貸付金 30 25

繰延税金資産 321 331

その他 4,998 3,576

貸倒引当金 △288 △278

流動資産合計 74,082 67,833

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 4,804 4,781

機械、運搬具及び工具器具備品 9,183 8,760

土地 6,808 7,044

リース資産 25 25

建設仮勘定 － 49

減価償却累計額 △11,038 △10,836

有形固定資産合計 9,782 9,824

無形固定資産 159 143

投資その他の資産

投資有価証券 3,074 3,006

長期貸付金 740 709

破産更生債権等 1,050 52

繰延税金資産 610 642

その他 1,648 1,519

貸倒引当金 △1,347 △1,010

投資その他の資産合計 5,777 4,920

固定資産合計 15,720 14,888

資産合計 89,802 82,721
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 39,019 31,356

短期借入金 7,005 6,705

コマーシャル・ペーパー － 1,396

未払法人税等 257 85

未成工事受入金 4,964 6,385

預り金 3,809 3,955

完成工事補償引当金 238 247

賞与引当金 175 3

工事損失引当金 1,189 872

訴訟損失引当金 － 181

その他 562 613

流動負債合計 57,222 51,804

固定負債

繰延税金負債 311 232

退職給付引当金 7,287 7,228

訴訟損失引当金 101 6

その他 2,374 2,240

固定負債合計 10,074 9,709

負債合計 67,296 61,513

純資産の部

株主資本

資本金 5,100 5,100

資本剰余金 3,688 3,688

利益剰余金 13,973 12,849

自己株式 △650 △651

株主資本合計 22,111 20,986

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 249 179

繰延ヘッジ損益 △2 －

その他の包括利益累計額合計 247 179

少数株主持分 147 41

純資産合計 22,505 21,208

負債純資産合計 89,802 82,721
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 75,647 70,066

売上原価 71,761 66,953

売上総利益 3,885 3,112

販売費及び一般管理費 3,560 3,295

営業利益又は営業損失（△） 325 △183

営業外収益

受取利息 6 5

受取配当金 39 38

受取保険金 40 12

株式割当益 22 －

営業譲受債権回収益 37 1

その他 28 59

営業外収益合計 173 117

営業外費用

支払利息 185 138

支払保証料 38 34

為替差損 200 282

その他 57 37

営業外費用合計 481 493

経常利益又は経常損失（△） 17 △558

特別利益

貸倒引当金戻入額 8 －

退職給付制度改定益 53 －

固定資産売却益 ※1
 101

※1
 40

投資有価証券売却益 147 －

その他 1 0

特別利益合計 312 40

特別損失

固定資産除売却損 ※2
 39

※2
 12

減損損失 9 21

環境対策費 8 －

損害賠償金 － 302

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9 －

災害による損失 － 160

その他 7 94

特別損失合計 74 591

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

255 △1,109

法人税、住民税及び事業税 364 108

法人税等調整額 △34 △52

法人税等合計 330 56

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △74 △1,165

少数株主損失（△） △102 △105

四半期純利益又は四半期純損失（△） 27 △1,060
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △74 △1,165

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △147 △69

繰延ヘッジ損益 △9 2

その他の包括利益合計 △157 △67

四半期包括利益 △232 △1,232

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △129 △1,127

少数株主に係る四半期包括利益 △102 △105
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　　  　該当事項なし。　

　

【会計方針の変更等】

　　　　該当事項なし。　　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項なし。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。　

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

１　偶発債務（保証債務） １　偶発債務（保証債務）

分譲代金の前金返還に対する連帯保証 分譲代金の前金返還に対する連帯保証

㈱プレサンスコーポレーション 174百万円

㈱エステムプランニング 26

㈱日商エステム　 20

㈱グランイーグル　 3

明和地所㈱　 1

計 225

㈱プレサンスコーポレーション  233百万円

㈱日商エステム 175

㈱グランイーグル 61

㈱マリモ　 43

計 514

　

事業資金の借入金に対する連帯保証 事業資金の借入金に対する連帯保証

ホテル朱鷺メッセ㈱ 50百万円 ホテル朱鷺メッセ㈱ 48百万円

マンション購入者の借入金に対する連帯保証４件

　    12百万円　

　２　　　　　　────────────　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　

マンション購入者の借入金に対する連帯保証４件

12百万円

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理している。　

　　　なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休業日

であったため、次の満期手形が四半期連結会計期間末

日残高に含まれている。　

　受取手形　　　　　　　　　　　　　　99百万円　

EDINET提出書類

大豊建設株式会社(E00095)

四半期報告書

12/17



（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

※１　固定資産売却益の内訳 ※１　固定資産売却益の内訳

建物・構築物 2百万円 建物・構築物 2百万円

機械、運搬具及び工具器具備品　 3　 機械、運搬具及び工具器具備品 3

土地　
96　　　　

　　　

土地 34

　　　　計   101　 　　　 計 40

※２　固定資産除売却損の内訳 ※２　固定資産除売却損の内訳

建物・構築物 2百万円　　　

機械、運搬具及び工具器具備品 30　　　

土地 6

　　　　計 39

建物・構築物 0百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 11

土地 0

　　　　計 12

　３　当社グループの主たる事業である土木事業及び建築事

業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成

工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高

が著しく多くなるといった季節的変動がある。

　３　当社グループの主たる事業である土木事業及び建築事

業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成

工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高

が著しく多くなるといった季節的変動がある。　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりである。　　

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　445百万円 減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　351百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ．前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資　

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 63 1平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金　

　

Ⅱ．当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資　

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 63 1平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 
 

報告セグメント 調整額
（注１）　

四半期連結損益

計算書計上額

（注２）　土木事業 建築事業 その他の事業 計

売上高                         

　　外部顧客に対する売上高 40,337 32,901 2,408 75,647 － 75,647

　　セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 12 518 530 △530 －

計 40,337 32,914 2,926 76,178 △530 75,647

セグメント利益又は損失

（△）
580 △114 △127 339 △13 325

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△13百万円は、セグメント間取引消去である。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

　　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

　　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 
 

報告セグメント 調整額
（注１）　

四半期連結損益

計算書計上額

（注２）　土木事業 建築事業 その他の事業 計

売上高                         

　　外部顧客に対する売上高 34,812 33,461 1,792 70,066 － 70,066

　　セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 9 421 431 △431 －

計 34,812 33,470 2,214 70,497 △431 70,066

セグメント利益又は損失

（△）
677 △658 △193 △174 △8 △183

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△8百万円は、セグメント間取引消去である。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額 0.43円     △16.70円

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額又は純損失金額（△）（百万

円）
27 △1,060

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は純損失金

額（△）（百万円）
27 △1,060

普通株式の期中平均株式数（千株） 63,497 63,490

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。　

　

（重要な後発事象）

　該当事項なし。

　

２【その他】

　該当事項なし。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月13日

大豊建設株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　 多和田 英俊　　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　 春山　直輝　　　　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大豊建設株式会社

の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。　

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大豊建設株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出

会社が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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